様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日 2024 年 ３月 28 日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ　すかいらーくほーるでぃんぐす
              一般事業主の氏名又は名称 株式会社すかいらーくホールディングス
（ふりがな）たに　まこと
                            （法人の場合）代表者の氏名  谷 　真     印
住所　〒180-8580 東京都武蔵野市西久保1-25-8
法人番号　　2010001138365　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2022

	公表日
	2023年4月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社グループHP「2022年度統合報告書」（公表資料35、36ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/ir_material_for_fiscal_ym18/134298/00.pdf

	記載内容抜粋
	あらゆる業務領域にDXを取り入れていくことで、全社の生産性を飛躍的に向上させ、外食体験や働き方の改革を目指しています。
1．ロボット3,000台の導入
2．デジタルマーケティングの進化
3．全部署にDX専任担当を配置し、本部業務の効率化を推進
4.様々なビジネスモデルに対応できる拡張性のあるシステム基盤とセキュリティ教育の強化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	社内プロセスに基づき、公表前に社内取締役、執行役員、社外取締役に対して内容確認の上、了承を得ています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書 2022
2 2022年度通期決算説明会資料
3 すかいらーくグループにおけるDX推進

	公表日
	1 2023年４月21日
2 2023年２月14日
3 2022年２月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1  当社グループHP「2022年度統合報告書」（公表資料35、36ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/ir_material_for_fiscal_ym18/134298/00.pdf
2  当社グループHP「2022年度通期決算説明会資料」（公表資料12ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/tdnet/2239854/00.pdf
3  当社グループHP
https://corp.skylark.co.jp/sustainability/environment/dx/

	記載内容抜粋
	1 すかいらーくグループでは、2022年、全社の生産性向上と顧客満足度を高めるDXを強力に推進いたしました。約2,100店舗に3,000台のロボット導入を完了させたほか、全店舗のPOSレジを刷新、また約800店舗にセルフレジを導入するなど、他には類をみないスピードと規模感で徹底したオペレーション改革を実行いたしました。
2 2022年はレジを中心にシステムを刷新、2023年以降も継続してDXを実施し、引き続きデジタルメニューブック改善やセルフレジ導入等お客様の利便性と生産性を向上させます。
3 すかいらーくグループでは、全社横断的なDX（デジタルトランスフォーメーション）を牽引することで、事業活動の変革と2025年戦略ビジョンの実現を目指しています。
・デリバリー需要の増加に対応し、配達員専用アプリを導入し、デリバリー効率を最大化します。
・お客様向けデジタルデバイスの活用を通じて利便性の向上に繋げます。
・従業員向けデジタルデバイスの活用を通じて店舗作業を効率化するとともに、従業員間のコミュニケーションも活性化させます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	① 社内プロセスに基づき、公表前に社内取締役、執行役員、社外取締役に対して内容確認の上、了承を得ています。
② 社内プロセスに基づき、公表前に社内取締役、執行役員、社外取締役に対して内容確認の上、了承を得ています。
③ 社内プロセスに基づき、公表前に社内取締役、執行役員、社外取締役に対して内容確認の上、了承を得ています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社グループHP「2022年度統合報告書」（公表資料36ページ「全部署にDX専任担当を配置し、本部業務の効率化を推進」）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/ir_material_for_fiscal_ym18/134298/00.pdf

	記載内容抜粋
	2022年1月、「全社DX推進プロジェクト」を発足しました。全部署にDX専任担当を配置し、各部門が抱える非効率な業務を抽出し抜本的な業務改革を推進していくとともに、将来的なDX人財の育成を行っています。2023年度も引き続き、タスクフォースメンバーへのトレーニングと部門横断の施策の共有により、徹底した生産性の向上を図っていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社グループHP「2020年度通期決算説明会資料」（公表資料 35ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/tdnet/1933090/00.pdf

	記載内容抜粋
	1. すかいらーくアプリの機能強化
2. 認証基盤の統合により、様々なサービスをワンストップで提供
3. 宅配エリア全体の生産性を上げる宅配員アプリの機能強化とお届け時間の自動化
4. セルフレジ・テーブル決済の拡充
5. 店舗バックオフィス業務の自動化　など



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年度第3四半期決算説明資料


	公表日
	2021年11月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社グループHP（公表資料21、24、25ページ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3197/tdnet/2048438/00.pdf

	記載内容抜粋
	1. 店内【ピーク2時間】の料理提供スタッフの歩行数
2. アプリクーポン利用者/非利用者の来店頻度
3. デジタル広告の来店計測
・デジタル広告の実来店計測モデルを構築
・Tポイント購買履歴と広告接触データを活用し、効率的なターゲティングを実施
・費用対効果を毎回計測、ROIを向上



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年2月14日

	発信方法
	当社グループHP トップメッセージ（2024年2月更新）
https://corp.skylark.co.jp/ir/strategy/message/

	発信内容
	代表取締役より当社HPにてDXの推進について発信している。
1．DXへの積極的な投資
既存の有人レジをセルフレジ化する開発を推進する。
2．本部でのDXの推進
生成AIを活用した各種業務の自動化をはじめとした生産性の向上を図る。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年9月頃　～　継続的に実施

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を使用して自己診断を実施しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2009年10月頃　～　継続的に実施

	実施内容
	[セキュリティ監査について]
セキュリティに関する監査については、内部統制(J-SOX)のIT・情報セキュリティの監査項目に対して内部監査を毎年一回実施しています。また、本内部監査に関し、第三者機関(監査法人)による監査も実施し、今後のセキュリティ対策検討のための基礎材料としています。
[情報セキュリティトレーニングについて]
過去1年にシステム上のセキュリティインシデントが発生した事実はございませんが、セキュリティインシデントの未然防止のため、不正アクセス攻撃に対する、侵入検知/防止システムを導入しています。また、ランサムウェアやウイルスを利用した攻撃に対しては、社内トレーニングを強化しています。
情報セキュリティ体制として、セキュリティ委員会を設置し従業員向けトレーニングを実施しています。
[情報セキュリティに関する規程について]
「グループ情報セキュリティ・システム管理規定」にて情報管理やITセキュリティの遵守を義務付けしています。
[情報セキュリティ体制について]
全社セキュリティ強化対策として、コンピュータ・ウイルス、外部からのサイバー攻撃等を当グループとしてのリスクととらえ、データセンターやクラウドなどのセキュリティ強化対策を行っています。また、社内に専門部門を設置して、外部からの攻撃の防止及び様々な障害に対して迅速に対応するための体制を構築し、リスク低減を図っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

